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〔 申　請　者 〕
住　　所

会 社 名

氏名又は
代表者名


 






１　事業概要
	開　業　形　態
	個人事業 ・ 法人
	商　号(個人)
会社名(法人)
	

	開業(予定)住所
	〒

電話　　　　（　　　）　　　　

	開業届出(個人)
設立登記(法人)
	有　・　無
	開業(予定)年月日
設立(予定)年月日
	年　　月　　日

	資本金
会社設立(予定)の場合
	円
	従業員予定数
	名

	対象分類
	創業　　　・　　新分野進出

	創業・新分野進出
の業種
日本標準産業分類より
	大分類
	記号
	
	名称
	

	
	中分類
	番号
	
	名称
	

	
	小分類
	番号
	
	名称
	

	
	細分類
	番号
	
	名称
	

	（新分野進出の場合）
現在の業種
日本標準産業分類より
	大分類
	記号
	
	名称
	

	
	中分類
	番号
	
	名称
	

	
	小分類
	番号
	
	名称
	

	
	細分類
	番号
	
	名称
	

	取扱商品・
サービスの内容
	

	申請する補助対象事業以外の事業経営経験
	· 事業を経験したことがない。
· 事業を経営していたが、既にその事業をやめている。
（やめた時期：　　　　年　　　月）

	職歴
	年　　　月
	

	
	年　　　月
	

	
	年　　　月
	

	
	年　　　月
	

	事業に要する許認可
・免許等
（必要な場合のみ記載）
	許認可・免許等名称：
取得見込み時期：　　　　年　　　　　月　　　　日





２　創業準備の着手状況〔次の該当事項に○印を付してください。〕
ア　設備機械器具等発注済みである。
イ　土地・店舗を取得するための頭金等支払済みである。
ウ　土地・店舗を賃借するための権利金・敷金支払済みである。
エ　商品・原材料の仕入れを行っている。
オ　事業に必要な許認可を受けている。
カ　事業に必要な許認可取得未了(許認可取得見込み(申請状況や取得予定時期等)を具体的に記入してください。)
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
キ　その他（具体的に記入してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　交付要件との照会
① 該当する補助の対象となる事業
（該当する事業の左欄に○を付してください。※複数回答可）
	
	(1) 新たな需要や雇用を創出する事業

	
	(2) 事業に独創性又は新規性のある事業

	
	(3) 本町の事業所等と取引を行うことにより、地域産業への波及効果が期待できる事業

	
	(4) 本町内の地域資源を活用し、その旨を広告、宣伝、店舗表示等でＰＲする事業

	
	(5) 事業計画に妥当性があり、事業の継続性と将来的な成長性が期待できる事業



② 上記①の事業に該当する理由と具体的な内容について
　　（数値や具体事例も交えて、できる限り詳しく御記載いただき、見込まれる効果や優位性・妥当性などを示してください。）
	











③ 事業スケジュール
（創業する日の属する年度の翌年度の事業分から記載してください。）
	時期
	具体的な事業実施内容

	１年度目
	

	２年度目
	

	３年度目
	






[bookmark: _Hlk142139021]４　補助対象経費明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	費目
	補助対象経費
助成対象となる経費を税抜きで記載してください。
	補助対象経費の内訳
（積算明細）
	補助対象経費の内訳
（※記載例）

	申請書類の作成等に係る経費
	円
	
	

	新築費・増改築費・購入費・改修費・設備費
	円
	
	内装工事●●円
備品購入●●円

	広報費
	円
	
	広告宣伝費●●円

	賃借料
	円
	
	事業所借入費●●円
（月額●●円×●か月）

	その他の経費
	円
	
	

	補助対象経費の合計額
	円
	

	補助申請額
	円
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